
 

 

  

安全・安心で低炭素なエネルギーインフラの構築 

～CGS（コージェネレーションシステム）に着目～ 

平成２６年３月

名古屋都市センター CGS 研究会 



 

 

 

研究会の主旨・目的 

 

東日本大震災によりエネルギー施設が被災した経験から、非常時の電力不足への対

応やエネルギーセキュリティ向上への関心が高まっている。名古屋では南海トラフ巨

大地震が高い確率で発生することが予測されており、エネルギー供給における持続性

の強化は喫緊の課題である。一方、低炭素社会の構築は、国、産業界、地域社会そし

て個人に課せられた重要課題であり、具体的な取組の着実な実施が求められている。 

本研究会では、非常時のエネルギー供給や省エネルギー・CO2削減に寄与するとさ

れるコージェネレーションシステム（CGS：Co-Generation System）に着目し、ま

ちづくりの中での導入について考える。CGS の特質や効果を確認し、名古屋市内の

モデル地区における事例研究を通して環境性や事業性の評価を行い、導入に向けた課

題等について検討する。 

本研究会の成果が、名古屋市のまちづくりにおける CGS 導入の検討に際して参考

となれば幸いである。 
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１．検討の背景 

1-1 近年のエネルギー事情 

(1) エネルギー消費の増加 

・わが国のエネルギー需要は 1980 年代後半以降、産業・民生・運輸の各部門で増加傾向と

なっている。家庭部門・業務部門を合わせた民生部門は最終エネルギー消費の約 35%を

占め、近年は特に業務部門の伸びが大きい。 

・エネルギー源別の割合では 2010 年度から 2011 年度にかけて原子力が減少し、化石燃料

が増加している。これに伴い CO2排出量増加も懸念されるため、CGS や再生可能エネル

ギーなどの環境負荷が小さいエネルギーの活用が求められている。 

 

最終エネルギー消費の推移（部門別） 

 
一次エネルギー国内供給の推移（エネルギー源別） 

（出典：エネルギー白書 2013） 
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(2) エネルギー安定供給への不安増大 

・東日本大震災以降、原子力発電所の稼働停止により電力需給は逼迫した状況にあり、2011

年度・2012 年度と続けて、夏期・冬期には節電要請のもとで対策が求められている。 

・2013 年度は、節電行動定着やピークシフト、高効率機器への転換および電力会社同士の

電力融通等により大きな混乱は生じなかったものの、電力需給は依然として予断を許さ

ない状況にある。 

・名古屋では南海トラフ巨大地震の発生が高い確率で予測されており、エネルギー関連施

設の被災も懸念されることから、エネルギー供給源の多様化や分散化によるリスク低減

が求められている。 

 

(3) 電力自由化に向けた動き 

・電力小売事業は、電気事業法に基づく参入規制により、地域電力会社に小売供給の地域

独占が認められてきたが、平成 7 年以降 4 次に渡る制度改革により、現在では家庭用等

を除いて自由化されている。 

・規制が残る家庭用等の低圧（50kW 未満）の小口小売部門についても、2016 年を目途に

自由化が予定されている(小売全面自由化)。 

 

 

（出典：資源エネルギー庁資料） 
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1-2 まちづくりの動向 

(1) 国のまちづくりの動向 

・地球環境に優しく暮らしやすいコンパクトなまちづくりを進めるため、2012 年に「都市

の低炭素化の促進に関する法律(エコまち法)」が制定され、個々の建物での対策のみなら

ず、都市の低炭素化を総合的に推進するための計画を市町村が策定できるようになった。 

 

エコまち法(通称)の概要 

 

低炭素まちづくり計画のイメージ 

（出典：国土交通省資料） 
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(2) 名古屋市のまちづくりの動向 

・高度成長期に大量建設された建物が老朽化してきており、2027 年にはリニア中央新幹線

の開業も予定されていることから、都心部を中心に再開発の動きが活発化している。 

・高齢社会への対応、環境負荷の低減等の観点から、鉄道駅を中心に歩いて暮らせる生活

圏の形成等、コンパクトで低炭素型のまちづくりが推進されている。 

・南海トラフ巨大地震等の自然災害発生を見据え、まちづくりにおける防災・減災の機運

が高まっている。 

 

低炭素で快適な都市構造のイメージ（出典：低炭素都市 2050なごや戦略） 

 

駅そばのイメージ（まちなか）（出典：名古屋市都市計画マスタープラン） 

 

 

 

近年のエネルギー事情やまちづくりの動向を踏まえ、低炭素で災害時に強い分散型

エネルギーシステムを構築していく必要がある。 
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２．CGSの特徴 

2-1 CGSの概要 

(1) CGS とは？ 

・CGS は発電と同時に発生する熱を

有効利用する熱電併給システムで

ある。 

・電気を使用する場所の近くで発電す

ることから送電ロスが少なく、高エ

ネルギー効率の実現や CO2 削減に

貢献する。 

 (出典:東京ガス HP) 

(2) CGS の種類と特徴 

・CGS の種類は、内燃機関を活用したものと燃料電池を活用したものとに大別される。下

表に各 CGS の概要を示す。 

 

種類 発電方法 燃料 特長 

内
燃
機
関 

ｶﾞｽ 

ﾀｰﾋﾞﾝ 

燃料燃焼により生成した高

温ｶﾞｽでﾀｰﾋﾞﾝを回し、その

力で発電機を動かす 

都市ｶﾞｽ・

LPG、 

灯油等 

・熱を高温蒸気として回収する

ため、排熱利用に比較的優れる 

ｶﾞｽ 

ｴﾝｼﾞﾝ 

ｶﾞｽの燃焼によりﾋﾟｽﾄﾝｴﾝｼﾞ

ﾝを動かして発電 

都市ｶﾞｽ・

LPG 等 

・発電効率が高く、電気の利用

に比較的優れる 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 

ｴﾝｼﾞﾝ 

ﾋﾟｽﾄﾝで圧縮し高温高圧と

した空気に液体燃料を噴射

し、自然着火・膨張により

ｴﾝｼﾞﾝを動かして発電 

軽油・重油

等 
・燃料の軽油が貯蔵に向く 

燃
料
電
池 

固体高 

分子形 

（PEFC) 

水素と酸素の化学反応 

(電解質：陽ｲｵﾝ交換膜) 

都市ｶﾞｽ・

LPG 等 

(原料) 

・常温で発電可能であるため起

動、停止が容易 

・単位面積当りの発電能力が大

きいため小型軽量化が可能 

固体酸 

化物形 

(SOFC) 

水素と酸素の化学反応 

(電解質：安定化ｼﾞﾙｺﾆｱ) 

都市ｶﾞｽ・

LPG 等 

(原料) 

・高い発電効率 

・多様な燃料(水素、都市ｶﾞｽの

ほか一酸化炭素等)が使用可能 
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ガスエンジン CGS の基本構成        固体高分子型燃料電池の構成図 
(出典：ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ・ｴﾈﾙｷﾞｰ高度利用ｾﾝﾀｰ HP)          (出典:日本ガス協会 HP) 

 

 

 

2-2 CGSの導入意義 

(1) 省エネルギー・省 CO2 

・発電と併せた排熱の有効利用で総合的なエネルギー効率を高め、地域の省エネルギー・

低炭素化に寄与する。 

・再生可能エネルギー（太陽光発電、風力発電等）などとともに、スマートコミュニティ

を支える次世代エネルギーシステムの核としての役割が期待できる。 

・エネルギー事業への新規参入を促すとともに、新たなビジネスモデルの発掘により、地

域産業活性化に貢献する。 

 

(出典：経済産業省 HP) 
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(2) エネルギーセキュリティ向上 

・分散型電源である CGS を系統電力と連系させることにより、電源の二重化・安定化を図

ることができる。 

・系統電力の停電時にも CGS が稼働する「停電時供給システム」で非常時の事業継続が可

能で、一定の条件を満たせば「常用防災兼用」とすることもできる。 

・CGS への燃料供給を行う中圧導管は耐震性に優れるため、阪神淡路大震災や東日本大震

災の際も目立った被害は少なく、自立的にエネルギー供給を行った実績がある。 

 

(出典：ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ・ｴﾈﾙｷﾞｰ高度利用ｾﾝﾀｰ HP) 

 

(3) 節電・電力ピークカット 

・緊急節電要請があった場合、自家発電により電力使用を減らさずに系統電力のピークカ

ットが可能である。 

・空調を電気冷房から排熱利用中心のシステムに変更した場合、ピークカット量が更に大

きくなる。 

 

(出典：ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ・ｴﾈﾙｷﾞｰ高度利用ｾﾝﾀｰ HP) 
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2-3 CGS導入の動向 

(1) CGS 導入容量の推移 

・CGS は 1980 年代に省エネ・省コスト設備として導入が始まり、2012 年度末の導入容量

は 9,550MW となっている。また、東日本大震災以降は、非常時の電力確保を目的に CGS

を導入する例も増えている。 

 

図 CGS の年度別累積発電容量(設置・撤去を加減した正味値) 

（出典:ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ・ｴﾈﾙｷﾞｰ高度利用ｾﾝﾀｰ HP） 

 

(2) CGS 導入拡大に向けた国の動き 

・平成 24 年、資源エネルギー庁にコジェネ推進室(通称)が設置され、CGS 導入促進に向

けた支援を行っている。  

・経済産業局も CGS 担当を設置し、地方の案件発掘や CGS 導入を検討する事業者の支援

を行っている。 

 
（出典:コジェネ推進室資料集） 
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(3) CGS 導入拡大に向けた自治体の動き（東京都の例） 

・東京都は「2020 年の東京」(平成 23 年)において、目指す将来像とそのための政策展開

を示している。 

・8 つの目標の 1 つに「低炭素で高効率な自立・分散型エネルギー社会の創出」があり、

2020 年の東京を支える 12 のプロジェクトの 1 つに、CGS 等分散型電源の活用を含めた

「東京産 300 万 kW 創出プロジェクト」を掲げている。 

 

（出典:「2020年の東京」） 

 

 

 

2-4 CGSの導入形態 

  CGS の導入形態には、単独建物への導入から、面的利用までいくつかのパターンがあり、

以下に主な形態と特徴について示す。 

 

■パターン１：単独建物への設置 

 ・通常、CGS は１つの建物の中で発電

し熱も使用する。CGS の適切な規模

は建物用途により異なるが、最大電

力需要の 1/3～1/4程度とされている。

一般的に熱需要の豊富なホテルや病

院で導入することが多い。 



10 
 

 

 

■パターン２：複数建物への熱供給 

 ・ＣＧＳ排熱を有効利用するためには、熱需要を増やす必要がある。一つの建物では有効

に利用できない場合も、複数の建物を組み合わせて熱の面的利用を行えば、排熱をより

有効に利用できる。 

 ・再開発地区では新規に地域冷暖房を導入し、そこで CGS の排熱を有効に利用することが

できる。また、既存の地域冷暖房と組み合わせて利用すれば、地域導管等のインフラを

有効活用できる。この場合、電気は熱供給プラントの入っている建物、又は熱供給プラ

ントの電力として利用する。 

 

 

■パターン３：複数建物への電力・熱供給 

 ・大規模な再開発の場合、熱だけでなく、電力も複数の建物に供給するケースが考えられ

る。電力需要規模を大きくすることにより CGS の容量も大きくなり、発電効率の向上や

スケールメリットにより、環境面でも事業面でも有利になる。 

 ・六本木ヒルズが一つの例であり、ここでは一括受電と呼ばれる、複数の建物の受変電設

備を一つに集中化する方式を採用している。参考事例として次ページにエネルギーシス

テムの詳細を示す。 
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３．CGSは導入可能？ ～モデルスタディ～ 

名古屋のまちづくりにおける代表的な地区を取り上げ、CGS の導入可能性について環境

性、事業性の面から評価するモデルスタディを行う。 

 

3-1 モデルスタディ地区の選定 

名古屋におけるまちづくりの動向として、都心部における建物更新の機運、防災・減災

への対応、集約連携型都市構造を目指した「駅そばまちづくり」の推進を考慮し、モデル

スタディの対象として以下の 3 地区を設定する。 

(1) 都心商業業務地区 

(2) 官庁街地区 

(3) 駅そば地区 

なお、モデルスタディは各地区の開発の動向や方向性を想定して行うこととする。 
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(1) 都心商業業務地区 

戦後～高度成長期に建設された商業業務施設が更新時期を迎えていることから、今後の

再開発等を想定した場合の面的な CGS 導入について検討する。 

 

■主な建物用途 

オフィス、商業施設、ホテル 

■需要規模 

延床面積 10,000～50,000m2程度の比較的大規模な建物が多い 

■需要密度 

業務・商業施設が集積し、エネルギー需要密度が高い 

 

 

栄三丁目北地区

栄三丁目地区

栄四丁目地区

東桜地区

：築40年前後の建物

【凡例】

：地域冷暖房エリア
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(2) 官庁街地区 

築 40 年を超える官公庁施設が多く、逐次、建替が想定される。本地区は、巨大災害発生

時には中枢的な防災機能を担うことが期待されており、自立性の高いエネルギー供給が求

められる。なお、同地区は『一団地の官公庁施設』として都市計画決定されており、建物

更新等を協議する仕組みとして、名城郭内地区の関係者で構成される郭内処理委員会が設

置されている。 

 

■主な建物用途 

オフィス（国の機関、県庁、市役所ほか） 

■需要規模 

延床面積 10,000～50,000m2程度の比較的大規模な建物が多い 

■需要密度 

大半の建物用途はオフィス(行政施設)であるため、電力需要に比べ熱需要 

が小さいが、近辺には大規模病院が 2 件立地している 

 

  

 

検討対象エリア
(暖房・給湯のみ)
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(3) 駅そば地区 

名古屋市都市計画マスタープランでは、目指すべき都市構造として「集約連携型都市構

造」を掲げ、鉄道駅の周辺に都市機能の集積誘導と居住促進を図る「駅そばまちづくり」

を進めている。ここでは、鉄道駅周辺における大規模団地の建て替えと合わせた CGS の

導入について検討し、他の駅そば地区への展開の可能性について考える。 

 

■主な建物用途 

集合住宅、商業施設、スポーツ施設（想定）、高齢者福祉施設（想定） 

■需要規模 

延床面積 5,000～20,000m2程度の小・中規模の建物が多い 

■需要密度 

名古屋市郊外の住宅地であり、エネルギー需要密度は低い 
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3-2 モデルスタディの流れと前提条件 

(1) エネルギー需要の想定 

対象地区内における建物の更新を想定し、更新後の各建物の床面積から地区内のエネル

ギー需要（最大需要、年間需要、各月代表日時刻別需要）を算出する。 

 

 ・最大需要、年間需要、各月代表日時刻別需要はそれぞれ以下のように算出する。なお、

エネルギー需要密度を比較するため、各地区でエリア面積当りの最大需要、年間需要も

求める。 

最大需要：エネルギー需要（1時間値）の年間ピーク値 

＝建物用途別の最大需要原単位（W／㎡）×同用途の床面積（㎡） 

  年間需要：エネルギー需要の年間合計値 

   ＝建物用途別の年間需要原単位（kWh／㎡ y）×同用途の床面積（㎡） 

  各月代表日時刻別需要：エネルギー需要の月別・時刻別 1時間値 

   ＝年間需要×月別比率（％）×時刻別比率（％） 

 ・最大需要原単位、年間需要原単位、月別比率、時刻別比率は、それぞれ空気調和・衛生

工学会の数値を使用する。最大需要原単位、年間需要原単位を下表に示すが、建物の用

途によってエネルギー需要の特性が異なることがわかる。 

・空気調和・衛生工学会の数値では平日・休日の需要比率は示されていないため、平日に

比べて需要が小さいと想定される事務所の休日需要について、電力は平日需要の最小値

（1 時間値）の 7 割が終日継続、冷暖房・給湯は需要無しと設定した。 

 

表 最大需要原単位（W/m2）        表 年間需要原単位（kWh/m2y） 

   
*1 スポーツ施設の給湯負荷は建物面積の影響が少ないため実績値で示す 

（単位は最大需要：kW、年間需要：MWh/y） 

*2 住宅の冷暖房需要については電力に含んでいる           

出典：天然ガスコージェネレーション計画・設計マニュアル 2008     

 （社団法人日本エネルギー学会編）記載の空気調和・衛生工学会原単位  



17 
 

 

 (2) システム計画 

 各地区で想定したエネルギー需要に合わせ、CGS や熱源機器（冷凍機、ボイラ等）の容

量、台数等を検討し、以下の考え方に基づきシステム計画を行う。 

 

・対象の全建物が一斉に更新され、同時にエネルギー需要が発生すると想定し、下図のよ

うなシステムフローを基本として考える。 

・エネルギーセンターを対象地区の中央付近に配置し、更新される建物に対して熱及び電

力を面的に供給する。また、熱供給のための地域導管や電力供給のための自営線のルー

トについては、道路占用を前提として各建物まで最短距離で結ぶこととする。 

・モデルスタディ対象の各地区内において一括受電*1、電力特定供給*2、地域冷暖房を導入

する。 

 *1 電気料金削減を図るため、地域で使用する電力をまとめて受電することで電力単価の安い特別高圧/高圧受

電とする受電方式 

*2 許可を受けた供給者と、密接な関係を有する特定の需要家との間で行う電気の供給事業 

・CGS はガスエンジンを採用し、停電時対応機種を選定する。また、CGS を除く各機器

の効率は、下表に示す値を想定する。 

 

図  システムフロー（例） 

 

表 各機器の効率想定 

 
*3 低位発熱量：燃料燃焼時に発生する発熱量を表示する際、 

燃料燃焼により生成された水蒸気の蒸発潜熱を除いたもの 

 

冷房需要 

熱交換器 

電力需要 

冷水 

温水 

CGS排熱 

(蒸気・温水) 

蒸気ｼﾞｪﾈﾘﾝｸ 

蒸気ﾎﾞｲﾗ 

系統電力 

都市ガス 

CGS電力 

冷水 蒸気吸収 

冷凍機 

蒸気 

温熱需要 

(暖房+給湯) 

熱交換器 

温水 

受変電設備 

ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ 各需要家 



18 
 

 

(3) 環境性評価 

 対象地区における各月代表日の時刻別エネルギー需要及びシステム計画を前提にシミュ

レーションを行う。CGS や熱源機器等の稼働状況から導かれた電力・ガス消費量をもとに、

一次エネルギー消費量及び CO2 排出量を算出し、システム導入による省エネルギー効果、

CO2削減効果を指標とした評価を行う。 

 

・電力・都市ガスの一次エネルギー換算係数及び CO2排出係数については、下記に示す表

を用いる。 

・電力については、「省エネルギー法省令別表」記載の一次エネルギー換算係数及び「地球

温暖化対策の推進に関する法律施行令」における平成 24 年度の CO2排出係数を用いる。 

・都市ガスについては日本ガス協会が公表している都市ガス 13A の単位発熱量及び CO2

排出係数を用いる。 

・CGS 稼働状況については、以下に示す指標について評価を行うこととする 

 

表 一次エネルギー換算係数及び CO2排出係数 

項目 一次エネルギー換算係数 CO2排出係数 

電力 9.76MJ/kWh 0.55kg-CO2/kWh 

都市ガス 45.0MJ/Nm3 2.29kg-CO2/ Nm3 

※Nm3（ﾉﾙﾏﾙ･ﾘｭｰﾍﾞ）：ｶﾞｽを標準状態（0℃、1気圧）へ換算した単位 

 

表 CGS稼働状況の指標 

項目 概要 評価の目安 

年間平均 

発電効率 

一年間にCGSに投入した都市ガス発

熱量に対する発電量の割合 

40%超で、系統電力と同

等以上の発電効率 

年間自家 

発依存率 

地区の年間電力需要に対し、CGS 発

電電力で賄った割合 
― 

年間排熱 

利用率 

一年間の CGS からの総排熱量に対

し、有効利用した割合 

80%超であれば比較的

良好(過去実績より) 

年間排熱 

依存率 

地区の年間熱需要に対し、CGS 排熱

利用で賄った割合 
― 
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(4) 事業性評価 

CGS や熱源機器、熱導管等の敷設にかかる建設費をイニシャルコストとして積み上げ、

事業開始後に必要な光熱費、人件費、維持管理費等をランニングコストとして考える。こ

れらの結果を用いて、単純投資回収年数（＝イニシャルコスト増加額／ランニングコスト

削減額）を指標とした評価を行う。 

 

・イニシャルコストとして想定した項目に係る建設単価は下表のように設定する。 

・熱導管及び自営線の敷設は、道路占用を基本として最短距離を結ぶルートを考えるが、

埋設位置（深さ）や支障物件移設の程度などの施工条件を踏まえた実績値を参考に、都

心商業業務地区及び官庁街地区では 100万～500万円/m の幅で土木工事単価を設定する

（駅そば地区は 100 万円/m で検討）。 

 

表 イニシャルコスト算定項目一覧 

項目 単価等 

CGS 180 千～300 千円/kW（容量によって異なる） 

非常用発電機 
比較基準（CGS を導入しない場合）は CGS と同容

量の非常用発電機設置,100 千円/kW 

蒸気ジェネリンク 容量比例,30 千円/kW 

吸収冷温水機 容量比例,27 千円/kW 

蒸気吸収冷凍機 容量比例,20 千円/kW 

ボイラ 容量比例,11～13 千円/kW 

熱交換器 容量比例,5 千円/kW 

冷却塔 容量比例,10 千円/kW 

ポンプ類 容量比例,25～30 千円/kW 

受変電設備 
高圧 35 千円/kVA、特高 50～70 千円/kVA, 

面的はサブ変電含む 

配電工事(電気･機械) 長さ比例 50 千円/m 

配電工事(土木) 導管土木工事に含む 

地域導管工事(電気･機械) 配管重量比例,2,400 千円/t 

地域導管工事(土木) 長さ比例 1,000 千～5,000 千円/m 

 

 

 

 



20 
 

 

 

・イニシャルコストに係る補助金として、下表に示す制度の活用を想定する。 

表 活用を想定した補助金制度 

補助事業名 事業運営者 補助対象 補助率 

ガスコージェネレー

ション推進事業 

都市ガス振興

センター 

CGS 及び CGS 排熱利用機器

(蒸気ジェネリンク) 
1/3 

エネルギー面的利用

推進事業 
国土交通省 地域自営線・地域導管工事 11.5% 

 

・ランニングコストとして算定する項目については、下表のように想定する。 

・CGS 及び地域冷暖房を面的に導入することで、個々の需要家ごとの熱源機械室設置が不

要となり、また、地域冷暖房のプラントは容積率に算入されないため、都心商業業務地

区では、テナント面積の増加による賃借費の増額をランニングコストの削減要素として

考慮する（官庁街地区、駅そば地区では考慮しない）。 

表 ランニングコスト算定項目一覧 

項目 単価等 

電気料金 

中部電力の平成 26 年 4 月からの料金体系を適用 

（ただし、平均燃料価格は平成 24 年度の平均価格として

燃料調整費を算定） 

ガス料金 

住宅は東邦ガスの各月の家庭用料金(H24 実績)を適用 

その他の建物は全て年間需要が 10 万 m³を上回ることか

ら、大口料金(H24 実績)を適用 

水道料金 350 円/m3 

人件費 600 万円/人･年 

CGS 維持管理費 発電量当 2～3 円/kWh 

設備維持管理費 

(CGS 以外) 
機械設備の 2%/年 

賃借費 8,000 円/m2･月 

道路占用料金 
580円/本･m･年 (名古屋市道路占用料金:0.4～0.7mの配管

の場合より) 

租税公課 固定資産税(1.4%)･都市計画税(0.3%)(当初 17 年平均) 
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3-3 モデルスタディの実施 

(1) 都心商業業務地区 

① エネルギー需要の想定及びシステム計画 

・地区内で 6 棟の建物が、現状と同様の用途及び面積規模で更新されると想定し、更新後

に発生するエネルギー需要について算出した。電力・熱需要は昼間時に集中し、冷熱需

要が主体となることがわかる。 

・システム計画については、3,650kW×2 基の CGS を導入し、更新後の建物に対して電力・

熱を面的に供給することとする。 

 

  

図 エネルギー供給イメージ 

 

表 対象建物床面積(単位：m2) 

 

 

 

ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ
(CGS+地域冷暖房)
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表 エネルギー需要(合計値)      表 エネルギー需要(エリア面積当り) 

    

 

 

 

 
* 温熱需要＝暖房+給湯 

図 エネルギー需要(施設合計・各月代表日)/左側が平日、右側が休日 
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②モデルスタディ結果 

ａ環境性評価 

・CGS 試算結果は発電効率 40%以上、排熱利用率 80%以上と

なっている。 

・CGS を導入せず個別で熱源を設置した場合と比較すると、

省エネルギー効果は 12.2%、CO2削減効果は 16.0%であり、

ともに 10%を超える結果となった。 

 

図 省エネ・CO2削減効果 

 

ｂ事業性評価 

・CGS を導入せず個別で熱源を設置した場合を比較基準とすると、CGS 導入による面的

利用を行うことで、イニシャルコストは約 5.2～22.9 億円の増加となった。 

・賃借費への影響を考慮しない場合、ラ

ンニングコストは約 1.2 億円/年の削減

となり、単純投資回収年数は 4.2 年～

19.6 年となった。 

・賃借費への影響を考慮する場合、ラン

ニングコストは約 3.5 億円/年の削減と

なり、単純投資回収年数は 1.4 年～6.5

年となる。 

・土木工事にかかる費用や熱源機械室集

約等による賃借費の増加が、事業性に

大きく影響することが確認できた。 
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CGS その他設備 配線・配管工事[百万円]

図 ケース別のイニシャルコスト 

年間平均発電効率：45% 

年間自家発依存率：60% 

年間排熱利用率：89% 

年間排熱依存率：58% 

表 CGS試算結果 



24 
 

 

 

 

図 事業性評価結果 

 

＜導入課題＞ 

・地区の電力・熱需要が昼間時に集中していることから、ホテルなど夜間の電力・熱需要

の多い施設を誘致することで、より効率的なエネルギーの面的利用が可能となる。 

・既存埋設物や地下構造物により、都心の道路地下は輻輳しており、地域導管等の敷設空

間の確保難が予想される。 

・周囲の地域冷暖房地区と連携した熱の面的利用を検討することも考えられる。 
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(2) 官庁街地区 

①エネルギー需要の想定及びシステム計画 

・一団地の官公庁施設エリア内における 13 棟の建物更新を想定し、周辺 2 病院も熱利用

（暖房、給湯のみ）対象とした。更新後のエネルギー需要を見ると、休日は庁舎の需要

がほとんど無くなるため、エリア全体の需要が少なくなっている。 

・システム計画については、5,000kW×3 基の CGS を導入し、更新後の建物に対して電力・

熱を面的に供給することとする。また、熱の面的利用は CGS 排熱利用向上を目的に、周

辺の 2 病院に対しても実施（排熱融通）することとした。 

 

 

図 エネルギー供給イメージ 

 

表 対象建物床面積(単位：m2) 

 

ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ
(CGS+地域冷暖房)

周辺2病院への
余剰熱供給



26 
 

 

表 エネルギー需要(合計値)     表 エネルギー需要(エリア面積当り) 

    

 

 

 

 

* 温熱需要＝暖房+給湯 

図 エネルギー需要(施設合計・各月代表日)/左側が平日、右側が休日 
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②モデルスタディ結果 

ａ環境性評価 

・CGS 試算結果は発電効率 40%以上、排熱利用率 80%以上

となっている。 

・CGS を導入せず個別で熱源を設置した場合と比較すると、

省エネルギー効果は 16.1%、CO2削減効果は 19.5%であり、

ともに 15%を超える結果となった。 

 

 

図 省エネ・CO2削減効果 

 

ｂ事業性評価 

・CGS 導入による面的利用を行った

場合、比較基準（CGS を導入せず

個別で熱源を設置）に比べ、イニシ

ャルコストは約 16.0～72.6 億円の

増加となった。 

・これに対し、ランニングコストは

約 3.5 億円/年の削減となり、単純

投資回収年数は 4.3 年～20.8 年と

なった 
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0 2,361 
5,193 

8,025 
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2,000
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14,000

比較基準 土木単価

100万円/m

土木単価

300万円/m

土木単価

500万円/m

CGS その他設備 配線・配管工事[百万円]

図 ケース別のイニシャルコスト 

年間平均発電効率：48% 

年間自家発依存率：68% 

年間排熱利用率：96% 

年間排熱依存率：40% 

表 CGS試算結果 
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図 事業性評価結果 

 

＜導入課題＞ 

・官庁街という特性を踏まえ、災害時に中枢的な機能を担う役割を共有しながら、面的な

エネルギーシステムへの接続を担保するためのルール作りなどを検討する必要がある。 

・公共施設の地下空間などをエネルギーセンターとして活用していくことが考えられる。 

 

 

  

ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ
増加額：
約72.6億円

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ
(比較基準)：
約20.6億円/年

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ
(検討ｹｰｽ)：
約17.1億円/年

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ
削減額：
約3.5億円/年

ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ
増加額：
約44.3億円

ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ
増加額：
約16.0億円

単純投資
回収年数：
約4.3年

土木工事
単価：
100万円/m

土木工事
単価：
300万円/m

土木工事
単価：
500万円/m

21 経過年数

単純投資
回収年数：
約12.3年

単純投資
回収年数：
約20.8年
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(3) 駅そば地区 

 駅そば地区では、駅前公営住宅及び近隣団地の建物更新を想定し、両エリアを別々に考

える場合(エリア別供給シナリオ)と、両エリアを接続しつつ沿道の開発を誘導して供給エ

リアを広げる場合(エリア接続シナリオ)について評価した。 

(3-1) エリア別供給シナリオ 

① エネルギー需要の想定及びシステム計画 

 ・駅前エリア（建物 1～2）及び近辺の団地エリア（建物 3～6）における建物更新を想定し、

住宅以外にフィットネスクラブ、商業施設、福祉施設の用途も想定した。都心や官庁街

に比べ、エリア面積当りのエネルギー需要が小さいことがわかる。 

・システム計画については、駅前エリアに 305kW の CGS を 1 台、団地エリアに 400kW

の CGS を 2 台導入し、更新後の建物に対して電力・熱を面的に供給することとする。 

 

図 エネルギー供給イメージ 

 

表 対象建物床面積(単位：m2) 

 

敷地面積：10,500m2

【市営住宅】
延床面積：13,700m2

【フィットネスクラブ】
延床面積：4,500 m2

市営住宅＆フィットネスクラブ
（温水プール付）

商業施設
（土地賃貸）

賃貸
集合住宅

賃貸
集合住宅

高齢者福祉施設
（温浴施設付）

敷地面積：16,500m2

延床面積：21,500m2

敷地面積：13,000m2

延床面積：17,000m2

敷地面積：10,000m2

延床面積：10,000m2

【高齢者福祉施設】
敷地面積：6,000m2

延床面積：7,800m2

【温浴施設】
延床面積：800 m2

800m2の温浴施設のｲﾒｰｼﾞ

4,500m2のﾌｨｯﾄﾈｽｸﾗﾌﾞのｲﾒｰｼﾞ

10,000m2の商業施設のｲﾒｰｼﾞ

CGS

電力＆給湯

冷暖房

【 凡 例 】

CGS建物1

建物2

建物3

建物4

建物5

建物6
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表 エネルギー需要（合計値）      表 エネルギー需要（エリア面積当り） 

   

 

 

 

 
* 温熱需要＝暖房+給湯 

図 エネルギー需要(施設合計・各月代表日)/左側が駅前エリア、右側が団地エリア 

（平日・休日共通） 
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②モデルスタディ結果 

ａ環境性評価 

・CGS 試算結果は駅前エリア・

団地エリアともに、発電効率は

35%程度、排熱利用率はほぼ

100%となっている。 

・省エネルギー効果は 7～8%程

度、CO2削減効果は 10～12%

程度という結果となった。 

 

 

図 省エネ・CO2削減効果（駅前エリア） 

 

図 省エネ・CO2削減効果（団地エリア） 
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年間平均発電効率：35% 

年間自家発依存率：62% 

年間排熱利用率：99% 

年間排熱依存率：44% 

年間平均発電効率：36% 

年間自家発依存率：65% 

年間排熱利用率：99% 

間排熱依存率：49% 

表 CGS試算結果 

（駅前エリア）      （団地エリア） 
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ｂ事業性評価 

・CGS を導入しない場合の比較基準に比べ、

イニシャルコストは駅前エリアで約 1.8

億円、団地エリアで約 3.5 億円それぞれ

増加した。 

・これに対し、ランニングコスト削減額は

駅前エリアで約 400 万円/年、団地エリア

で約 2,000 万円/年となり、単純投資回収

年数は駅前エリアで 43.8 年、団地エリア

では 16.1 年と、事業性については厳しい

結果となった。 

 

 

 

 

図 事業性評価結果 

 

 

経過年数

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ
(比較基準)：
約6,000万円/年

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ
(検討ｹｰｽ)：
約5,600万円/年

2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ
削減額：
約400万円/年

ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ
増加額：
約1.8億円

単純投資
回収年数：
約43.8年

土木工事
単価：
100万円/m

駅前エリア

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ
(比較基準)：
約1.8億円/年

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ
(検討ｹｰｽ)：
約1.6億円/年

2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ
削減額：
約0.2億円/年

ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ
増加額：
約3.5億円

単純投資
回収年数：
約16.1年

土木工事
単価：
100万円/m

団地エリア

経過年数

0 61 113 
74 0 

154 

0

200

400

比較基準 検討ケース

CGS その他設備 配線・配管工事[百万円]

0 
133 

360 
198 

0 

375 

0

200

400

600

800

比較基準 検討ケース

CGS その他設備 配線・配管工事[百万円]

（駅前エリア） 

（団地エリア） 

図 ケース別のイニシャルコスト 
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(3-2) エリア接続シナリオ 

① エネルギー需要の想定及びシステム計画 

 ・駅前、団地の両エリアを結ぶ沿道での建物更新を想定し、面的利用のエリアを拡げる前

提でエネルギー供給を行うシナリオとした。 

・システム計画については、1,390kW の CGS を両エネルギーセンターに各 1 台導入し、

更新後の建物に対して電力・熱を面的に供給することとする。 

 

図 エネルギー供給イメージ 

 

表 エネルギー需要(合計値)    表 エネルギー需要(エリア面積当り) 

      
 

②モデルスタディ結果 

ａ環境性評価 

・CGS の試算結果は下表の通りで、発電効率は 38%程度、

排熱利用率は 98%程度となっている。 

・省エネルギー効果は 13.1%、CO2削減効果は 16.7%と、と

もにエリア別供給よりも効果が得られる結果となった。 

敷地面積：10,500m2

【市営住宅】
延床面積：13,700m2

【フィットネスクラブ】
延床面積：4,500 m2

市営住宅＆フィットネスクラブ
（温水プール付）

商業施設
（土地賃貸）

賃貸
集合住宅

賃貸
集合住宅

高齢者福祉施設
（温浴施設付）

敷地面積：16,500m2

延床面積：21,500m2

敷地面積：13,000m2

延床面積：17,000m2

敷地面積：10,000m2

延床面積：10,000m2

【高齢者福祉施設】
敷地面積：6,000m2

延床面積：7,800m2

【温浴施設】
延床面積：800 m2

CGS

CGS

商業施設
商業施設

高齢者福祉施設
（温浴施設付）

高齢者福祉施設
（温浴施設付）

集合住宅

集合住宅

集合住宅

集合住宅

電力＆給湯

冷暖房

【 凡 例 】

年間平均発電効率：38% 

年間自家発依存率：67% 

年間排熱利用率：98% 

年間排熱依存率：58% 

表 CGS 試算結果 
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図  省エネ・CO2削減効果 

 

ｂ事業性評価 

・CGS を導入しない場合の比較基準に

比べ、イニシャルコストは約 20.5 億円

増加した。 

・これに対し、ランニングコストは約 1.0

億円/年の削減となり、単純投資回収年

数は約 21.4 年と、エリア別の結果と同

様に事業性の面で厳しい結果となった。 

 

 

図 事業性評価結果 

 

＜導入課題＞ 

・住宅地では用途や密度等の特性上、エネルギー需要が少ないため、特に事業性が厳しく

なることがわかった。 

・駅そば地区での CGS 導入促進に向けては、イニシャルコストを抑制するための工夫や支

援措置、エネルギー需要特性を考慮した用途誘導などを計画的に行う必要がある。 
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ＣＯ２削減効果

16.7%減

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ
(比較基準)：
約5.6億円/年

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ
(検討ｹｰｽ)：
約4.6億円/年

2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ
削減額：
約1.0億円/年

ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ
増加額：
約20.5億円

単純投資
回収年数：
約21.4年

土木工事
単価：
100万円/m

エリア接続

経過年数

図 ケース別のイニシャルコスト 
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４．CGSの導入促進に向けて 

4-1 モデルスタディを踏まえた課題 

・各地区でのモデルスタディを通じて、CGS を導入して面的にエネルギー供給を行うこと

で、CO2削減など環境性の面で一定の効果が得られることが確認できた。 

・事業性については年間のランニングコスト削減による効果が期待できたが、地域導管工

事などに伴い増加するイニシャルコストをいかに抑制するかが事業性の成否に関わって

くることがわかった。 

・都心部など複合施設が高密度で集まる地区では事業性も確保しやすいが、各建物の所有

者や更新時期が異なる中で、熱需要先を計画的に担保していけるかが課題となる。 

・住宅地では建物の用途や密度の面で、都心部などに比べて事業性の面で厳しくなるが、

今後、「駅そばまちづくり」を進める中で、効率的で自立性の高いエネルギー供給を意識

した誘導を行っていくことが重要である。 

・CGS 導入による防災面での効用についても述べたが、環境性・事業性のように客観的に

評価することは困難である。今後の促進に向けては、環境面や防災面から公共性の高い

インフラであるとの位置づけがされ、行政による誘導策や支援が行われることも必要と

言える。 

 

4-2 事業スキーム（運営主体のあり方） 

・一定のエリアにおいて、CGS を導入して周辺建物に面的なエネルギー供給を行う場合、

その運営（マネジメント）主体をどう考えるかも課題である。 

・CGS 発電による電力供給については、供給を受ける建物事業者が特定目的会社（SPC）

を設立し、建物事業者と SPC が特定供給（許可を受けた供給者と、密接な関係を有する特定の需要家と

の間で行う電気の供給事業）のための組合を設置することで、各建物への電力供給を行う事業形

態が考えられる。 

・CGS の排熱を利用した熱供給については、SPC が電力供給と併せて熱供給も行う形態

や、SPC とは別の熱供給事業者が排熱の提供を受けて各建物に熱供給を行う形態が考え

られる。 

  ※熱供給については、加熱能力 21GJ/h 以上となる場合など、熱供給事業法に基づく許可が必要になるこ

とがある。 

・SPC には、熱や電力供給に関するノウハウを持ち、継続的事業実施が可能なエネルギー

事業者の参画が望まれる。また、地域のエリアマネジメントに取り組むまちづくりと協

議会などとの連携を強めることで、より効果的な事業展開が期待できる。 
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図 事業スキーム(例)：ＳＰＣが電力供給と熱供給を行うケース 

 

 

 

4-3 導入促進のためのアイデア 

前述した CGS 導入促進のための課題や事業スキームを想定し、行政を中心に以下のよ

うな取り組みを進めることをアイデアとして提案する。（特に※印の取り組みについては

導入促進に向けた大きな効果が期待できる） 

 

方向性 アイデア 内   容 

①導入環境の

整備 

導入意義の周知

活動 

・低炭素化や省エネルギー、エネルギーセキュリティ向上

等における CGS 導入やエネルギー面的利用の有効性を、

広く市民、企業、行政に周知する。 

行政計画等への

反映※ 

・市の総合計画、環境基本計画、低炭素まちづくり計画、

都市計画マスタープラン等に、CGS 導入やエネルギー面

的利用の推進を位置付ける。 

導入手続きの円

滑化 

・CGS 導入やエネルギー面的利用の検討に際し、行政にお

ける関係部局との協議や手続きの円滑化を図る。 

国への制度改善

等の要望 

・制度面の課題等について、行政とエネルギー事業者が連

携して、国に対して改善策を要望する。 
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②まちづくり

との連携 

まちづくり組織

や制度の活用 

・まちづくり協議会の活用など、エリアマネジメントと一

体的な事業運営を検討する。 

・地区計画や建築協定、特別用途地区の活用により、CGS

排熱利用によるエネルギー面的利用が成立するような公

共施設配置や建物の用途、規模を誘導する。 

導入促進地区の

指定※ 

・熱需要特性、エネルギーセキュリティ、開発動向を展望

し、CGS の優位性が確認される場合には「CGS 導入促進

地区」を指定し、建設や改修時において、CGS 導入やエ

ネルギー面的システムとの接続検討を義務付ける。（地域

冷暖房整備促進地区の準用または新設） 

エネルギーアセ

スメント制度の

創設及び導入検

討の義務付け※ 

・一定規模以上の建物建設や改修に際し、CGS 導入やエネ

ルギー面的利用の検討を促す。（地域温暖化対策計画書制

度の準用または新設） 

・例えば延床 10,000m2規模以上の熱多消費建物（ホテル、

病院、老健、温浴施設など）については、建物建設や改

修に際して、CGS 導入やエネルギー面的利用の検討（省

エネルギー性及びエネルギーセキュリティ性について試

算評価し、その結果を市に提出）を義務付ける。 

公共空間の活用 

・プラントや熱導管、自営線の設置に当たり、都市防災へ

の貢献等を勘案して道路（含、地下街、地下通路等）、公

園等の公共空間の活用を図る。 

行政における積

極導入 

・公共施設の建替えや跡地活用を契機として、CGS 導入に

よる地域エネルギー事業の展開や誘導を図る。 

③導入及び事

業継続の支

援 

導入インセンテ

ィブの付与 

・総合設計制度において、CGS の導入による容積率割増等

を行う。 

熱需要先の確保 

・「CGS 導入促進地区」において、協定や土地販売条件等に

よる加入義務付けなど、エネルギー面的利用システムと

の接続を促進する。 

関連情報の提供

及び導入検討の

支援 

・熱需要先の検討などに資する地域情報や技術情報の共有

化を図るとともに、CGS 導入やエネルギー面的利用に関

わる検討調査等の実施を支援する。 

公的助成制度の

創設※ 

・国からの CGS 導入補助金に加え、建物への CGS の導入検

討や設備設置に際して、行政が費用の一部を負担するよ

うな助成制度（補助金制度）を創設する。 

【例】東京都・(公財)東京都環境公社『オフィスビルへの

コージェネレーション導入に対する補助金』（補助率

1/2 上限 3 億円） 
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おわりに 

高度成長期に整備された都市計画法などの諸制度が、少子高齢化や人口減少などの

潮流の変化に合わせた対応を迫られており、日本のまちづくりは大きな転換期を迎え

ている。こうした中、自然災害や環境問題に対応したまちづくりを同時に追求してい

くために、CGS を導入した面的エネルギーシステムの構築は有効な選択肢である。 

前ページではイギリスにおける地域熱供給（地域冷暖房と同義）を事例紹介として

取り上げた。気象条件や排熱利用に関する歴史的経緯など、日本とは環境面での相違

もあるが、都市計画制度の活用や官民連携の仕組みは参考になる。 

今回の提言における検討結果や取り組みのアイデアを踏まえ、まちづくりにおける

CGS 導入を促進していくためには、今後も行政や事業者が問題意識を共有しながら

更なる検討を行っていく必要がある。 
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